Study on the Concept of "Exchange Transaction" in the Banking Act (2) by 平岡 克行

















































　　第 3 項　支払サ ビース指令における銀行規制と支払サ ビース規制の関係性
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taking whose business is to receive deposits or other repayable funds 







































































　（ 1 ）支払サービス（payment service）概念
　支払サービス指令は、支払サービスを付属文書に掲げられた営業と定義
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いる。
　第二次電子マネー指令では、電子マネーは「発行者に対する権利の形で表
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　なお、各州送金業者法は無認可で送金業を営んだ者に対して罰則を定め
ているのが通常であるが、現在は連邦法でも無免許で送金業を行った者
（unlicensed money transmitting business）に対し、刑事罰が設けられて
いる
（262）
。当該規定における 「送金 （money transmitting）」 とは、 「電信 （wire）、 














　（ 1 ）送金・送金業（money transmitting）概念
　送金業者法の適用範囲は各州で異なる。なお、州法を統一する試みとし
て、統一州法委員会全国会議（National Conference of Commissioners on 
Uniform State Laws）が2000年に“Uniform Money Services Act”（統一
送金業者法）を公表しており
（266）
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　（ 3 ）電子マネー
































































































































































































（銀行法 2 条 2 項 2 号）」と同じく銀行業と定義される「受信業務（みなし銀
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（156）電子流通検討会・前掲注（ 2 ）10頁、片岡・前掲注（117）43頁、中崎・前掲
注（117）34頁。
（157）前述、第Ⅱ章 3 節の 2 （ 1 ）及び前脚注（54）を参照。 確かに、資金決済法
は前払式支払手段の法的性質に関する規定を設けていないため、前払式支払手段が
加盟店で利用された段階で、必ずしも弁済の効果が生じるわけではないとも考えら
れる。しかし、資金決済法 3 条 1 項は、前払式支払手段を「物品を購入し、……又
は役務の提供を受ける場合に、これらの代価の弁済のために









（160）第Ⅱ章 1 節 2 項の 1 を参照。
（161）高橋・前掲注（ 4 ）160頁以下参照。





『新銀行実務総合講座 ⑥ 外国為替』（金融財政事情研究会、1987年） 3 頁は、「為
替」を「現金を輸送することなしに隔地者間の債権・債務を相殺という手段によ
り同一地域の代金決済に振替えかわすこと」と説明する。また、電子流通検討会







（167）高橋・前掲注（ 4 ）188-190頁・190頁注 3 。


























































（187）前脚注 （121） を参照。また、 銀行間決済システムへの 「ただ乗り行為」 を為替
取引とする見解も、「銀行を利用しない資金移動」が為替取引に該当しないと考え
ているのであるなら（本章 4 節 1 項の 2 を参照）、これらと同様のものと言えよう。
（188）クレジットカード決済では複数回払いやボーナス一括払い等のサービスが提供
されるため、クレジットカード業務を行う事業者は割賦販売法の包括信用購入あっ
せん業者として登録を受けることが通常である（割賦販売法 2 条 3 項、31条）。も
っとも、割賦販売法は与信業務規制の一種であり、資金決済法の資金移動業規制と
は性格が異なる。
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　　なお、割賦販売法が規制する「前払式特定取引」（同法 2 条 6 項）及び「前払式
割賦販売」（同法11条）では、事業者は販売代金として受領した前受金の合計額の
2 分の 1 の額について、前受金保全措置を講じることが要求されている（同法18条
の 3 、35条の 3 の62）。そのため、資金決済法はこうした法律の規定に基づき前受
金の保全がなされる取引に係る前払式支払手段に対しては、同法の適用を免除して































（194）First Council Directive 77/780/EEC of 12 December 1977 on the co-ordination 
of laws, regulations and administrative provisions relating to the taking up and 
pursuit of the business of credit institutions, OJ L 322, 17.12.1977, p.30.　以下
では、第一次銀行指令と表記する。
（195）Second Council Directive 89/646/EEC of 15 December 1989 on the co-
ordination of laws, etc, relating to the taking up and pursuit of the business of 
credit institutions and amending Directive 77/780/EEC, OJ L 386, 30.12.1989, p.1.　
以下では第二次銀行指令と表記する。
（196）Directive 2006/48/EC of the European Parliament and of the Council of 14 
June 2006 relating to the taking up and pursuit of the business of credit insti-
tutions, OJ L 177, 30. 6 .2006, p.1.　以下では2006年銀行指令と表記する。
（197）第一次銀行指令 1 条、 第二次銀行指令 1 条 1 項、 2006年銀行指令 4 条 1 項⒜号。




（200）Directive 2007/64/EC of the European Parliament and of the Council of 13 
November 2007 on payment services in the internal market amending Directives 
97/ 7 /EC, 2002/65/EC, 2005/60/EC and 2006/48/EC and repealing Directive 
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大いに参考にしている。
（202）支払サービス指令が制定されるまでの経緯や、域内統合の試みに関しては、吉
村＝白神・前掲注（201）121-128頁を参照。また、PSD 前文 1 - 4 ・10号も指令制
定までの問題意識を明らかにしている。 
（203）PSD 第29条。
（204）PSD 第 1 条 1 項⒟項。なお、それ以外の支払サービス業者として、加盟国の
国内法により支払サービス提供の権限が与えられた郵便振替機関（post office giro 
institutions）、欧州中央銀行および加盟国の中央銀行（European Central Bank 
and national central banks）、加盟国またはその地方自治体が掲げられている
（PSD 第 1 条参照）。
（205）PSD 第10条 1 項。
（206）Despina MavroMati, the Law of payMent services in the EU 255 （2008）.
（207）PSD 第 4 条 3 項。
（208）「資金 （funds）」 とは、紙幣 （banknotes）、 硬貨 （coins）、 勘定通貨 （scriptural 




MavroMati, supra note 206, at 144.
（209）「支払手段（payment instrument）」とは、利用者と支払サービス業者の間で
合意された、支払指図（payment order）を開始するために利用者が用いる個人用




サービス、と定義される（PSD 第 4 条13項）。
（211）詳細に関しては、脚注（220）を参照。
（212）「支払処理（payment transactions）」とは、支払人と受取人間の基礎となる
債務に関係なく、 支払人あるいは受取人によって開始される資金の供与 （placing）、 
移動（transferring）、引出し（withdrawing）と定義されている（PSD 第 4 条 5
項）。
（213）与信枠の範囲内で利用者に資金移動を認めるサービスであり、我が国の議論で
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言えば後払い方式の資金移動と言えよう。















行動する自然人または法人」と定義されている（PSD 第 4 条22項）。なお、代理人
の規制・監督・登録に関する規定として PSD 第17条が存在するが、当該規定を読
む限り、代理人は支払機関を代理して利用者に支払サービスの一部を提供するに際
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ら資金仲介者として行動」している場合に該当し、支払サービス指令の適用対象
になるとされる。See hM treasury, iMpLeMentation of the payMent services 





（221）PSD 前文 7 号。
（222）European Commission, Questions and Answers p.324 Q414,
　（http://ec.europa. eu/internal_market/payments/docs/framework/
transposition/faq_en.pdf）.
（223）hM treasury, supra note 220 at 12.　英国の議論に関しては、田渕・前掲注
（220）59-60頁を参照。
（224）PSD 第10条 4 項。
（225）PSD 第 6 条。
（226）PSD 第 7 条。なお、支払サービス指令はその他にも恒常的に維持しなければ
ならない自己資本金（own funds）の額に関する規定を設けている。PSD 第 8 条。
（227）PSD 第 9 条 1 項⒜号。
（228）PSD 第 9 条 1 項⒜号。
（229）PSD 第 9 条 1 項⒝号。なお、資金保全措置は支払機関の同一企業グループに
属しない保険会社・銀行が提供する保険によって代替することも認められている。
PSD 第 9 条 1 項⒞号。
（230）PSD 第26条 1 項⒜号。この場合、支払機関にシングル・パスポート制度は認
められない。
（231）Paul Anning, Payment Services Directive: A Detailed Proposal by the 
European Commission for a New Legal Framework, JournaL of internationaL 
Banking Law anD reguLation, Vol.21. No.6. 344, 349 （2006）.
（232）european Monetary institute, report to the counciL of the european 
Monetary institute on prepaiD carD, （May 1994）,
　（https://www.ecb.europa.eu/pub/pdf/other/prepaidcards1994en.pdf?24999a3a
93e703bc76185f4d5377d43f）.
（233）Id. at 2 - 3 .
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（234）european centraL Bank, report on eLectronic Money 13-17 （Aug. 1998）
　（https://www.ecb.europa.eu/pub/pdf/other/emoneyen.pdf）.
（235）Directive 2000/46/EC of the European Parliament and of the Council of 18 
September 2000 on the taking up, pursuit of and prudential supervision of the 
business of electronic money institutions, OJ L 275, 27.10.2000, p.39.　 以 下 で
は、第一次電子マネー指令と表記する。
（236）第一次電子マネー指令 1 条 3 項⒝項。
（237）第一次電子マネー指令 3 条。 
（238）Directive 2009/110/EC of the European Parliament and of the Council of 
16 September 2009 on the taking up, pursuit and prudential supervision of the 
business of electronic money institutions amending Directives 2005/60/EC and 
2006/48/EC and repealing Directive 2000/46/EC, OJ L 267, 10.10.2009, p. 7 .　以
下では、第二次電子マネー指令と表記する。
（239）第二次電子マネー指令 2 条 2 項。
（240）第一次電子マネー指令 1 条 4 項。
（241）第一次電子マネー指令 2 条。
（242）第一次電子マネー指令 4 条。
（243）第一次電子マネー指令 1 条 5 項。
（244）第二次電子マネー指令20条により、2006年銀行指令の定義から電子マネー機関
が削除された。第二次電子マネー指令前文25号も同趣旨を説明している。






（248）European Central Bank, Opinion of European Central Bank of 26 April 
2006 on a Proposal for a Directive on payment services in the internal market 
（ECB/2006/21）, officiaL JournaL of the european union, C109. 10, 11-12 （2006）,
　（https://www.ecb.europa.eu/ecb/legal/pdf/c_10920060509en00100030.pdf）.
（249）Id. at 13.
（250）MavroMati, supra note 206, at 150. このため、例えば資金の授受を伴わずに








（253）PSD 第16条 4 項。なお、PSD 前文10・11号も、本指令が新しく創設した支払
機関は預金業務や電子マネーの発行とは結びつかない事業体であることを明記して
いる。





令 6 条 2 項は「電子マネー機関は預金または払戻し可能な資金（deposit or other 





報処理行為（PSD 第 3 条⒥項）が含まれているが、これは確認的なものと考えら
れよう。
（257）richarD scott carneLL, Jonathan r. Macey & geoffrey p. MiLLer, the Law 
of financiaL institutions 38-9 （ 5 th ed. 2013）.　なお、連邦法である銀行持株会
社法は、銀行を「要求払預金を受け入れ、かつ、商業貸出を行なう」金融機関と定
義している。12 U.S.C.§1841 C ⑴ ⒝.









（261）全米送金業者協会の HP （http://www.mtraweb.org/about/members/） など
で確認したところ、サウスカロライナ州は送金業者に関して特別法が存在していな
いようである。なお、モンタナ州はエスクロー決済に限定して法規制（Regulation 
of Escrow Businesses Act）が存在している。
（262）18 U.S.C. §1960. 
（263）18 U.S.C. §1960 ⒝ ⑵.
（264）当該規定に関する最近の事案として、例えば e-Gold 事件（United States v. 










　　本事案を詳細に記述するものとして、Sarah Jane Hughes, Stephen T Middle 
brook & Broox W Peterson, Developments in the Law Concerning Stored-Value 
Cards and Other Electronic Payments Products, 63 Bus. Law. 237, 255-62 （2007） 
がある。本文献は、送金業者の定義を曖昧にしておくと、電子的支払手段の発展が
妨げられてしまうと指摘している（Id. at 262）。また、Patricia Allouise, Sarah 
Jane Hughes & Stephen T Middlebrook, Developments in the Laws Affecting 
Electronic Payments and Stored-Value Products: A Year of Stored-Value 
Bankruptcies, Significant Legislative Proposals, and Federal Enforcement 










（265）Kevin V. Tu, Regulating the New Cashless World, 65 aLa. L. rev. 77, 82-83 
（2013）.　こうした状況により、事業者は大きな取引コストを被ると同時に、決済
サービスのイノベーションが阻害されていると指摘されている。Id. at 109-13.
（266）Uniform Law Commission の HP 上
　（http://www.uniformlaws.org/shared/docs/money%20services/umsa_final04.
pdf）で入手可能である。以下では本法を“unif. Money serv. act”と引用する。









serv. act §102 ⒃.
　　同様に、例えばカリフォルニア州法も、「送金（money transmission）とは、
（ 1 ）支払手段の販売・発行、（ 2 ）ストアード・バリューの販売・発行、（ 3 ）金
銭を移転させるために受領すること、のいずれかを指す」と規定している。caL. 
fin. coDe §2003 ⒬.
（269）n.y. Banking Law §641 ⑴.
（270）Judith Rinearson & Kristine M. Andreassen, Development in the Regulation 
of Prepaid Payment Products under State Money Transmitter Licensing Laws, 
65 Bus. Law. 271, 271 n.4 （2009）.
（271）Tu, supra note 265, at 88.
（272）unif. Money serv. act §103.
（273）M. MacRae Robinson, Easing the Burden on Mobile Payments: Resolving 
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Current Deficiencies in Money Transmitter Regulation, 18 n.c. Banking inst. 
553, 565-66 （2014）; Tu, supra note 265, at 89.









kan. stat. ann. §9-511 ⒝. 
（276）Catherine Lee Wilson, Banking on the Net: Extending Bank Regulation to 
Electronic Money and Beyond, 30 creighton L. rev. 671, 680-86 （1996）.
（277）Id. at 694-99.
（278）Benjamin Geva, Legal Aspects Relating to Payment by E-Money: Review of 
Retail Payment System Fundamentals, 5 Y.B. int’L fin. & econ. L. 255, 263 
（2000）.
（279）Wilson, supra note 276, at 699-703.
（280）岩原［2003］・前掲注（ 4 ）577頁参照。“Wait and See”政策と言われる。そ
の理由として、電子マネーは預金（deposit）ではなく負債（liability）である、と
いう説明が FRB によってなされたこともある。Loretta J. Mester, The Changing 
Nature of the Payments System: Should New Players Mean New Rules?, 
phiLaDeLphia frB Business review （March/April 2000） 3, 16 n. 35 （2000）.
（281）消費者保護の観点から当時の電子マネー規制を検討するものとして、例え
ば Mark E. Budnitz, Stored Value Cards and the Consumer: The Need for 
Regulation, 46 aM. u. L. rev. 1027 （1997） がある。
（282）Rineason & Andreassen, supra note 270, at 274.
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脚注（268）参照）。また、ストアード・バリューは「電磁的記録によって証明され











含まれないのと規定されている。ohio rev. coDe ann. §1315.01 G.
（286）ニューヨーク州法では、「ライセンシーの代理人、または被支払人の代理人」






る。See Robinson, supra note 273, at 567.
（287）ネバダ州法もニューヨーク州法と同様に、ライセンシーまたは被支払人の代理
人として送金事業を行う場合、ライセンスは要求されないと規定している。nev. 
rev. stat. §671.040 ⑵.
（288）米国では代理受領権に基づく資金移動・受領行為の適用除外規定を、“Agent 
of a Payee Exemption”ということが多い。なお、テキサス州でも規制当局の解
釈によって収納代行を適用除外としているようである。See Tu, supra note 265, at 




ている。caL. fin. coDe § 12200.
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（290）Tu, supra note 265, at 131-37; Robinson, supra note 273, at 573.
（291）例えば統一送金業者法も、ライセンシーの代理人としてサービスを提供する
者（authorized delegate）に対してはライセンスを要求していない。unif. Money 
serv. act §§102 ⑵, 201 ⒜ ⑵.　また、同法はライセンシーとその代理人間の法
律関係を規律する規定も設けている。See unif. Money serv. act §501.　他にも、 












（294）Rineason & Andreassen, supra note 270, at 272, 276; Tu, supra note 265, at 
89.
（295）最も低い州で5000ドル、最も高い州で100万ドルが要求されているようであ
る。Robinson, supra note 273, at 568.　統一送金業者法のデフォルト・ルールで
は、 2 万5000ドルが要求されている。unif. Money serv. act §207.
（296）保証証券の金額も各州で様々であるが、最も低い州では1000ドル、高い州では
カリフォルニア州で上限700万ドルが要求されるようである。Robinson, supra note 
273, at 568-69.　統一送金業者法のデフォルト・ルールでは、ライセンシーの営業
拠点数や財務状況に応じて 5 万ドルから上限100万ドルが要求されている。unif. 
Money serv. act §204.
（297）unif. Money serv. act §701.　投資対象として認められる資産としては、
例えば現金、譲渡性預金、預金保険対象金融機関に対する優先債券（senior debt 
obligation）、国債、地方債、政府保証債などが挙げられている。See unif. Money 
serv. act §702.
（298）Task Force on Stored-Value Cards, A Commercial Lawyer’s Take on the 
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Electronic Purse: An Analysis of Commercial Law Issues Associated with 
Stored-Value Cards and Electronic Money, 52 Bus. Law. 653, 675-76 （1997）.
（299）Judith Rinearson, Regulation of Electronic Stored Value Payment Products 
Issued by Non-Banks Under State “Money Transmitter” Licensing Law, 58 Bus. 
Law. 317, 320 （2002）.












（306）第Ⅲ章 3 ・ 4 節を参照。資金決済法の立案担当官も「仕組み」に基づく解釈を
採用しており、為替取引概念を柔軟に設定しようとしている（第Ⅲ章 5 節 1 項）。












（311）第Ⅲ章 5 節 1 項の 2 を参照。
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（312）第Ⅲ章 6 節の 1 を参照。
























（318）第Ⅲ章 5 節 2 項、同章 6 節の 3 を参照。
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（322）第Ⅳ章 1 節 1 項の 3 を参照。
（323）この点、前払式支払手段の適用除外規定・ガイドラインが参考になると思われ
る（前脚注（185）・（186）を参照）。もっとも、「利用者のために商行為となる取引













けている（第Ⅳ章 1 節 1 項の 2 （ 1 ）を参照）。
（328）実際、資金移動業者に関する内閣府令には、後払い方式の資金移動が為替取引
に含まれることを想定している規定が存在することは、既に述べた（前脚注（176）
を参照）。

